
平成29年度 第１回大分県森林づくり委員会
も り

日時：平成２９年６月３０日（金）

１４：００～１７：００

場所：大分県庁本館 ８階 ８１会議室

次 第

１．開 会

２．審議監あいさつ

３．委員長並びに副委員長の選出、議長指名

４．議 事

（１）森林環境税の概要について

（２）平成28年度森林環境税活用事業の取組について

【対象事業】

①森林シカ被害防止対策事業（森との共生推進室 環境保護班）

②豊かな水環境創出事業 （環境保全課 水環境班）

③再造林促進事業 （森林整備室 造林班）

④林業就業準備支援事業 （林務管理課 林業経営支援班）

⑤森林づくりボランティア促進事業

（森との共生推進室 森づくり推進班）

（３）平成29年度森林環境税活用事業について

（４）その他

①国の森林環境税（仮称）について

②今後のスケジュールについて

５．閉 会



任期：２年（平成２９年４月２２日～平成３１年４月２１日）

氏　名 住　所 所属団体及び役職名等
在任
期間

備考 会議出欠

1 井上
イノウエ

　正文
マサフミ

大分市 日本文理大学工学部　教授 １２年 委員長 〇

2 永野
ナガノ

　昌博
マサヒロ

大分市 大分大学理工学部　准教授 ２年 副委員長 〇

3 後藤
ゴトウ

　重
ジュウ

也
 　ヤ

佐伯市 直川林研グループ　会長 ８年 〇

4 安達
アダチ

　由美子
ユミ コ 

竹田市 祖峰女性林研グループ　会長 １０年 〇

5 横山
ヨコヤマ

　太一
タイチ

大分市 大成住建株式会社　専務取締役 ８年 〇

6 近藤
コンドウ

　孝昌
タカマサ

大分市 大分県木材協同組合連合会 専務理事 ２年 ×

7 足利
アシカガ

　由紀子
ユキコ

中津市 ＮＰＯ法人水辺に遊ぶ会　理事長 ８年 〇

8 相良
サガラ

　尊徳
タカノリ

玖珠町 大分森林インストラクター会　会長 ５年 〇

漁業
・海

9 岡﨑
オカザキ

　都
ミヤコ

佐伯市 大分県漁業協同組合女性部 副部長 新任 〇

観光
（景観）

10 姫野
ヒメノ

　由香
ユカ

大分市 大分大学理工学部　助教 ７年 ×

消費者 11 宮崎
ミヤザキ

　千恵子
チエコ 豊後

大野市
生活協同組合コープおおいた　理事 ３年 〇

企　業 12 塩塚
シオツカ

　淳子
ジュンコ

大分市
株式会社大分銀行　地域創造部
地域社会貢献グループ　業務役

３年 ×

13 詫摩
タクマ

　賢治
ケンジ

杵築市 一級建築士 ３年 再任 〇

14 鬼塚
オニツカ

　隆子
タカコ

大分市
ＮＰＯ法人グリーンインストラクターおお
いた　理事長

新任 〇

４．事業説明者

３．事務局

会議出欠

○

○

○

○

○

事務局

公募

大分県森林づくり委員会　委員名簿

学識
経験者

林　業

木材
活用

森林
教育

森との共生推進室　主任

氏　名

阿南　篤宜

梅田　美保

丸山　信親

田中　孝

吉野大二

所　　属　　等

農林水産部　審議監（兼）室長

森との共生推進室　室長

森との共生推進室　室長補佐（総括）

森との共生推進室　主査

他課室

所　　属　　等

環境保全課　水環境班　主幹（総括）

森との共生推進室　森林環境保護班　参事（総括）

森林整備室　造林・間伐班　室長補佐（総括）

林務管理課　森林・林業企画班　主幹

氏　名

宮崎　哲也

蔵原　正秀

田口　孝男

河野　賢一

江藤　啓介 林務管理課　林業経営支援班　主任　
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第１回大分県森林づくり委員会

森林環境税の概念森 林 環 境 税 導 入 の 経 緯

【森林の課題】 【政 策】 多
面
的
機
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が
発
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で
き
る
森
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づ
く
り

山村地域の過疎化

森林の課題を県民一
人一人の課題として
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森林の公益的機
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県民生活への影響
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森 林 環 境 税 の 概 要

① 森林環境税導入の目的

森林環境の保全と、森林を全ての県民で守り育てる

意識の醸成のための施策に必要な財源を確保するため、

平成１８年度から県民税の特例として森林環境税を導

入した。

② 森林環境税の概要

個人…年額 500円

法人…年額 1,000円～40,000円

（法人県民税（均等割額）の 5％）

税の特例期間：５年

第Ⅰ期：平成１８年度～平成２２年度

第Ⅱ期：平成２３年度～平成２７年度

第Ⅲ期：平成２８年度～平成３２年度

・税 額

・税 収 単年度 約３億２千万円

・期 間

・管理、運営

③ 全国の森林環境税導入状況

大分県は全国で９番目に導入した。

H29.3現在、３７府県が導入。

徴収した税は森林環境基金条例に基づき「森林環境
保全基金」に積立て、上記①の目的を達成するための
経費の財源に充てる場合に限り活用

基金の適正な運用を図るため、第三者機関「大分県
森林づくり委員会」を設置し、事業の審査や成果の検
証等を実施

審
査

森林環境税事業のフロー図

県
事
業
要
望

農林水産部
関係事業

他部局関係事業

県
民
提
案
事
業

要
望

事

業

実

施

県
庁
内
Ｐ
Ｔ
会
議

事
業
内
容
の
審
議
・提
言

予

算

化

森林づくり
流域協議会

森林づくり
委員会

森林づくり
委員会

公 募

審
査

新たな育林技術研究開発事業
【平成2９年度で終了】

提 案 事 業

県
民
か
ら
の
事
業
要
望

県
民
提
案
事
業
要
望
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平成28年度森林環境税活用事業の取組について

Ⅰ 県民生活と自然環境を守る

森林づくり 147,051千円（51％）

Ⅱ 森林資源の循環利用による

地域活性化 87,943千円（31％）

Ⅲ 森にふれ親しみ、森林づくりを

支える取組 51,105千円（18%）

森林環境税 事業費 286,099千円
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（単位:千円）

荒廃人工林緊急整備事業 災害の発生が懸念される森林について森林整備を行う

　・流木被害対策事業 河川沿いで流木被害の恐れのある人工林の広葉樹林化 伐採面積：21ha

　・間伐放置林緊急整備事業 間伐がなされず災害発生の恐れのある森林を強度間伐 伐採面積：2.5ha

　・再造林放棄地緊急整備事業 再造林がなされず災害の発生が恐れがある箇所に広葉樹を植栽 植栽面積：1.6ha、下刈り面積：15ha

2 急傾斜地崩壊危険区域緊急伐採事業 砂防課
急傾斜崩壊危険区域内で、崖崩れや倒木等の災害を招く恐れのあ
る雑木を伐採

豊後高田市見目地区外21地区の整備を実施 9,000

3 荒廃竹林整備・利活用支援事業 森との共生推進室
林産振興室 荒廃竹林の広葉樹林化及び竹材・タケノコ生産のための整備

広葉樹林化（竹林を全伐後に広葉樹を植栽）2.18ha
優良竹林化（タケノコ生産地等への利活用を推進するための竹林整
備）12.02ha

15,697

4 県営都市公園里山利活用推進事業 公園・生活排水課 大分スポーツ公園の里山を活用し、自然体験や環境学習を実施 自然観察会や椎茸の駒打ち体験等を実施
参加者数　401人

1,745

魅力ある景観づくり推進事業 都市・まちづくり推進課
視点場からの眺望を阻害する雑木等を伐採し、景観の再生を図
る。

整備箇所：佐伯市：鶴御崎パノラマ展望台、中津市：金色（かない
ろ）渓谷等景観を再生し、観光客の増加につなげた。

10,000

魅力ある景観づくり推進事業 自然保護推進室 九州自然歩道の登山道の歩道整備、案内標識の改修 青の同門の案内標識の改修、万年山の東屋の改修 10,239

6 森林シカ被害防止対策事業 森との共生推進室 シカ捕獲の推進、侵入防護柵の設置 捕獲報償金 　33,446頭
防護策設置　　2,200ｍ

63,928

7 おおいた生物多様性保全・普及啓発事業 自然保護推進室 奥山地域の植生保護の対策の実施、希少野生動植物の保全
NPO団体等が希少野生動植物の保護活動を行った。
・ヒメユリの保護のため、猪防護柵を設置
・ミヤマキリシマの保護のため、被圧植物の除伐

2,200

8 森と海をつなぐ環境保全推進事業 環境保全課 海岸に漂着した流木等をNPO、自治会等が回収・撤去
NPO法人水辺に遊ぶ会外、８団体が実施。
・2,936名の県民が参加。 3,028

9 世界農業遺産関連調査事業 農林水産企画課

世界農業遺産地域において、森林域が海域に及ぼす影響を調査・
研究する。
・調査地：国東半島・宇佐地域のクヌギ林やため池が多い河川
（桂川）と少ない河川（伊呂波川）

当該地域の森と海のつながりについて調査・研究を行った。
結果については別紙、取組実績のとおり。

1,740

10 豊かな水環境創出事業 環境保全課 河川流域の水環境保全活動を推進 フォーラムの開催により活動団体の機運を高めるとともに、活動の
認知度の向上を図った。

8,031

147,051

１　健全な人工林
　　資源の拡大

1 再造林促進事業 森林整備室
林業適地において低コスト再造林を実施する。
（1,000～2,000本/haの疎植造林を実施）

疎植造林面積　663ha 70,200

2 県産竹材利用促進事業 工業振興課 アートコンペティション開催や創業支援によって竹材利用を促進
卒業生による竹細工の作品を展示　120点、来場者　350人
・竹作品のデザイン画を全国公募を行い、製作
受賞作品を県立美術館１階アトリムにて展示するか、別府市５施設、
大分空港にて展示した。

3,936

3 竹産業等振興対策事業 林産振興室 タケノコ生産の技術研修の実施、竹材の普及啓発活動を支援 竹材業者を育成するための研修会の開催　３回
生産者が講師となり、竹林管理等を実践的に学ぶ通型研修を実施

323

4 CLT利活用等促進事業 林産振興室
1）CLTの研修会を開催
2）木造マイスター育成ための研修会を開催

木造建築士の育成を図った。
・CLT研修会の開催　７回
・大分県木造マイスターの研修会の修了者　16名

1,521

5 おおいた型次世代住宅創造事業 林産振興室 需要拡大が見込まれる地域材パネル工法の普及を推進 施主や工務店に対するセミナーやPRイベントの開催
・見学会２回、参加者180名、セミナー2回、参加者50名

1,440

6 障がい者福祉施設整備事業 障害福祉課 県産材を使用した障がい者福祉施設の建築を支援 来年度へ繰越（熊本地震の災害復旧事業を優先して行ったため、当該
事業では資材不足のため、年度内の完成が困難となった。）

8,870

３　林業の担い手
   　確保・育成

7 林業就業準備支援事業 林務管理課 林業分野へ就業希望者を対象とした長期研修の実施 研修生10名全員が森林組合や林業事業体等に就職 1,653

87,943

平成２８年度　森林環境税活用事業一覧表

施策区分 事業数 事業名 担当課室 事業内容 事業実績

Ⅱ
森
林
資
源
の
循
環
利
用
に
よ
る
地
域
活
性
化

２　森林資源の
　　需要拡大

計

H28決算額

Ⅰ
県
民
生
活
と
自
然
環
境
を
守
る
森
林
づ
く
り

１　荒廃森林の
　　整備

1 森林整備室 21,443

２　里山林の保全と
　　利活用

３　シカ被害対策の
　　推進

5

４　森・川・海をつな
ぐ環境の整備

計
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（単位:千円）

平成２８年度　森林環境税活用事業一覧表

施策区分 事業数 事業名 担当課室 事業内容 事業実績 H28決算額

森林ボランティアや企業が行う森林づくり活動を支援

１）森林づくりボランティア支援事業
　　委託によりボランティア活動の情報発信、研修会等の開催
　　を実施

森林づくりボランティア通信の発行1,000部/月
安全講習会の開催等　参加者　18名

２）緑と森の総合実践講座
　　ボランティア団体の知識や技術向上のための講座を実施

里山整備のの研修会　 9名参加
樹木の管理の研修会  10名参加

３）森林づくりボランティア活動支援事業
　　森林ボランティア活動に参加した方を森林ボランティア
　　の登録参加回数に応じて、物品を支援する。

森林づくり活動に関する物品の交付：鎌、鋸など66件

４）企業参画の森林づくり事業
　　企業の社会貢献活動としての森林づくり活動の支援を行う。
　

４社が参入：楽天株式会社、（公財）イオン環境財団、日本フォレ
スト（㈱）、日田木質資源有効利用協議会

５）森林づくり提案事業
　　NPO等が森づくり活動等を行う事業に対して支援する。

実施団体　44団体、参加人数　8,394人

青少年の森林体験学習活動の推進・民間施設内への木育グッズを
導入

１）森の先生派遣事業
　　幼児や児童等に対して、森林に対して専門的知識を有する
　「森の先生」が自然観察会等を実施する。

児童体験者数：4,126人
森の先生派遣人数：450人

２）名樹とのふれあい事業
　　特別保護樹木のうち不健全な樹木の保育や保全をする。

県下の４本の特別保護樹木の治療を実施

３）「次代の森林づくりリーダー育成研修」支援事業
　　みどりの少年団等に所属する将来の森林づくりリーダーの
　　育成研修
　

2泊3日の屋久島研修を実施
小学生　5,6年生対象　35名

４）木育活動促進事業
　　木育推進員の養成を目的とした研修

木育インストラクター15名認定
木育講座の開催　２回
講座修了者による木育実践活動の実施　3回

3 森林環境学習促進事業 社会教育課 森林環境教育指導者養成のための研修 森林環境学習の参加者　421名
学習指導者の研修会の参加者　22名

6,413

4 未来の環境を守る人づくり事業 うつくし作戦推進課
環境教育を行う団体に対して活動費を支援
こども探検団の推進等

NPO等の団体が行う自然体験活動に対し、978名が参加 4,175

5 観光行政事務指導費 観光・地域振興課 県産材の普及促進 県産材グッズの配布 832

6 みんなで支える森林づくり推進事業 森との共生推進室 森づくり大会、森林づくり委員会、次世代の森林づくりビジョン 森づくり大会参加者　860名 4,783

7 おおいたの森林づくり広報推進事業 森との共生推進室 森林環境税をPRするため、マスメディア等を活用した広報 テレビ、新聞広告、HP、facebookの掲載による
森林環境税の取組を広報

1,300

8 おおいたうつくし作戦推進事業 うつくし作戦推進課

おおいたうつくし作戦の推進
県民会議の開催、環境保全活動団体等の育成・基盤づくり等の支
援

環境に関する地域課題の掘り起こしや団体相互の協働を促進及び県民
に環境意識の醸成を図ることができた。
・まちづくり推進事業の実施：10団体が森林保全活動の取組等を実
施
・なかまづくり推進事業の実施：６団体が環境保全活動等の取組を実
施
・うつくし感謝際：県産材を使ったワークショップや写真展等を実施

4,423

計 51,105

合計 25 286,099

Ⅲ
森
に
ふ
れ
親
し
み
、

　
森
林
づ
く
り
を
支
え
る
取
組

1　森林ボランティア
     活動の促進

1 森林づくりボランティア活動促進事業

３　森林整備への
　　理解と参加を
　　広げる活動

20,940

２　森林環境教育・
　　木育の推進

2 森林環境教育・木育促進事業 森との共生推進室 8,239

森との共生推進室

担当事業者から説明
-6-



Ⅰ 県民生活と自然環境

を守る森林づくり

-11-

森との共生推進室

森林環境保護班

2

森林シカ被害防止対策事業の取り組み

-12-
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3

林業被害額の推移

シカ被害が林業被害の多くを占める

0

20

40
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80

100

120

140

160

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

イノシシ シカ その他

百万円

-13-

食害を受けたスギ

4

シカによる被害①

造林地への被害

-14-
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5

立木への被害

皮はぎ、角研ぎ被害を受けた
ヒノキ

シカによる被害②

-15-

しいたけ生産の被害

クヌギの食害

6

シカによる被害③

-16-
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7

森林生態系への影響

土砂流出や山腹崩壊が発生下層植生が失われた林内 →

林業のみならず、森林の持つ公益的な機能にも大きな影響

シカによる被害④

-17-

大分県のシカ生息状況の変化

２０１０ ２０１５

耶馬渓ダム周辺

英彦山周辺

国東半島

祖母傾山周辺

日出生台周辺

・糞粒法を基に作成
（山のシカ糞量を数え生息密度を推計する方法）

-18-
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9

シカの捕獲対策として
国の報償金に環境税を上乗せし、捕獲圧を強化

すぐに被害は無くならないので、
ネット等による「予防対策」も併せて実施

一方シカは、被害が森林を含め広範囲に及び、全てを防除するこ
とは困難なため、捕獲対策を行い個体数を減らすことが有効。

イノシシは多産であり、捕獲しても個体数を減らすことが困難な
ため、予防対策を重点的に行い、被害を出す個体を捕獲する。

シカ対策の考え方

-19-

10

森林環境税による捕獲対策

捕獲報償金：市町村の許可によって捕獲した場合に補助金を支給

20

40

60

80

100

120

140

160

180

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

狩猟 有害捕獲 被害金額

森林環境税により
報償金拡充
（猟期内も対象へ）

シカへの報償金
スタート（猟期外）

千円

-20-
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11

森林環境税による捕獲対策
H29報償金単価 単位：円

交付金（国費） 森林環境税 市町村費 計

猟 期 外 6,000 2,000 2,000 10,000

猟 期 内 8,000 2,000 2,000 12,000

区分

シ カ

繁殖期にあたる猟期内の捕獲が個体数減少に有効であるため、
猟期内単価の2,000円上乗せを実施（H27～）

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

40000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

猟期外頭数

猟期内頭数

捕獲頭数の推移（猟期内外）

-21-

シカネット
（新たな被害地等を守る）

簡易ネット
（クヌギ萌芽などを短期間守る）

ネットでシカの侵入を防ぐ。造林事業対象外となる地域を防除。

12

森林環境税による予防対策

実績数量 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

防護柵（ｍ） - 2,100 4,050 1,750 2,600 3,480 350
防護資材（枚） 3,600 3,250 5,600 5,170 - 500 －

※H28は一部国費事業を充当

-22-
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13

30,597 33,417 
40,380 41,092 40,000 40,000 37,000 

32,000 

24,000 
17,000 13,000 8,500 

143,792 
141,634 

131,603 

113,756 113,756 

99,464 

81,942 

63,460 

45,801 
32,152 

22,418 
14,484 9,257 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35

捕獲頭数（実績） 捕獲頭数（計画） 計画値

頭数（単位：頭）

シカ生息頭数と今後の捕獲目標

環境省によるH24年度推定生息頭数
（H26調査 H27年4月公表）

大分県によるH27年度推定生息頭数
（H28年調査 H29年4月公表）

シカ被害の影響が少ないとされる県内生息頭数9,500頭以下を
達成するため、引き続き事業を推進していく。

シカの生息頭数は減少傾向にある。

-23-
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豊かな水環境創出事業

【環境保全課】

１ 実施主体

４つのモデル河川で水環境保全活動を行うＮＰＯ、自治会等

（※モデル河川：筑後川、大分川、大野川、犬丸川）

２ 実施事業の概要

（１）現状と課題

近年、河川の環境基準は達成しているが、水質データと県民の意識に乖離がある。

また、豊かな水を育む森林の保全活動や河川や海の美化・清掃活動等が特定の住民や

地域に限定され、広がりが不十分である。

（２）目的

モデル河川の流域住民が主体となる流域会議で、それぞれの流域の課題に応じた水

環境保全活動を展開し、豊かな水環境の創出を図る。

（３）事業内容

・モデル河川の流域住民が行う水環境保全活動の支援

・山（森）・川・海の保全活動を支援する「つながる！豊かな水キャンペーン」の実施

・３年間の各河川の取組を発表する「豊かな水環境フォーラム」の開催

３ 成果

・学校教育と連携した水環境保全活動の取組の活発化

（例）保育園、小・中学生による一斉ごみ拾い活動（宇佐市天津地区）

・山（森）・川・海が連携した保全活動の重要性への意識の醸成

（実施結果）・キャンペーン登録活動数 ５１ ・活動参加者数 ４,７４４名

・活動事例等の提供により、多地域での活動活発化に向けた契機となった。

（実施結果）・豊かな水環境フォーラム参加者数 ９５ ・報告書送付先 １２７

４ 今後の課題と取組

・４河川で実施されてきた流域会議の取組を地域で定着、発展させるため、より多く

の地域住民を巻き込む積極的なＰＲ活動が必要

・水循環による森と川と海のつながりへの理解を促し、各フィールドが連携した保全

活動の推進ため、啓発活動が必要

５ 実施状況写真

つながる！豊かな水キャンペーン 小学校を対象とした源流域での体験学習会

-14-



Ⅱ 森林資源の循環利用

による地域活性化
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Ⅱ 森林資源の循環利用

による地域活性化
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林業就業準備支援事業
（おおいた林業アカデミー）

-32-

-18-



53 52 42
57 47 39 41 44

58
44 47

22 33

23

29
22 28 27 23

32
37 36

人

70人

H20 H25 H30 H35

上 ：30歳未満

下 ：30歳以上
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昭和４０年 平成２７年

林業の担い手の現状

林業従事者数

3,345人 1,743人

50歳以上 61%

50歳以上 26%

新規就業者数の実績と目標
目標95人/年

人

○50年間で約半数に減少

○高齢化も進行

○これまでは年間で70人前後で推移

○適正な森林整備や今後見込まれる木材需要に

は年間95人水準の新規就業者が望まれる
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林業の担い手の現状

求人・求職バランス

Ｈ29.4
求人数 64人

求職数 21人

充足率 33％

求人が活発 → 担い手不足が課題

655 668 686 677
750 749 728

772 778
839 859 851 847 845

964 987
1070

910 887
824

716 725
682

632 615 652
726 731 730

862
791

734 752

874 895 928 963

1095

千 

500千 

1000千 

1500千 

木材生産量

台風の被害木
資源の充実、

合板･バイオマス需要

・資源の充実や合板、集成材、バイオマス等の

需要の拡大などで生産量は増加

-34-
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おおいた林業アカデミーの概要

２ 研修内容

①森林・林業・木材産業に関する基本的知識

②林業就業に必要な基本技能講習

③基礎的な森林施業の現地研修

座学研修 実地研修 インターン 資格取得

28日間 94日間 25日間 30日間

林業に関する基本的な知識
や、林業労働安全対策、社
会人としての一般常識を学
ぶ

チェーンソーによる伐採等現
場での基本的な知識、作業
方法の習得

林業事業体への派遣研修 チェーンソー、刈り払い機、
重機、玉掛等

講義 選木の実習 チェンソーの講習

・近隣の林業事業体・
森林組合を予定

・実際の作業の習得と
ともに、就業に向けた
マッチング

研修拠点：林業研修所（由布市湯布院町）
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林業の担い手の現状

高性能林業機械 認定林業事業体

○H3に10台だった高性能機械は

H28には336台へ

○特に近年飛躍的に増加

昔ながらの作業班から会社

組織への動きが活発化

若い新規林業就業者

１０ 

２０代

３０代

近年、仕事として

林業を選ぶ若者が増加

増加
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おおいた林業アカデミーの概要

○ 将来的には林業経営をも担いうる有望な人材を育成するため、

必要な知識と技術を習得する1年間の研修を実施。

また、安心して研修に専念できるよう研修生に対し、緑の青年就業準備給付金を支給する。

これまでの取り組み

○就業ガイダンス

○林業の体験就業

○チェンソーや機械

の資格取得支援

情勢の変化

○集中的にスキルを身

につけられる研修の

要望

○業界からの幅広い

知識を持った人材の

要請

求められる人材

○林業全般の幅広い知識

と技術

○就業に必要なスキルを身に

つけた即戦力

おおいた林業アカデミーの設置
設置目的

-37-

林業の就業者確保対策

緑の雇用（林野庁:「緑の新規就業」総合支援事業)

実施主体：県森連(総合窓口)、森林ﾈｯﾄ（研修実施）
目的：体系的な研修や現場でのOJTを通じて林業作業員のｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ
を支援
補助対象事業体：認定林業事業体

ﾄﾗｲｱﾙ雇用
（短期雇用)

・雇用事業体に新
規就業者の雇用に
要する経費を最大
3ヶ月まで助成(上
限9万円/月)。

ﾌｫﾚｽﾄﾜｰｶｰ
（1～3年目)

･集合研修(1ヶ月)と
OJT(8ヶ月まで)により、
林業に必要な基本技術
を体系的に習得。
･雇用事業体に研修中の
雇用経費(上限9万円/
月)や社会保険料等(2万
円程度)を助成。

ﾌｫﾚｽﾄﾘｰﾀﾞｰ
（5年目以降)

･現場管理責任者
(ｼｽﾃﾑ設計や作業
指示が可能な技術
者)に必要な技能
等を研修(15日間)。
･雇用事業体に研
修中の雇用経費
(上限9万円/月)や
社会保険料等(2万
円程度)を助成。

おおいた林業アカデミー
(林業就業準備支援事業)

実施主体：森林ﾈｯﾄ
目的：将来的に県の林業分野の中核とな
る人材を育成する。

・林業への就業を希望する者を対象とし
た１年間の長期研修を実施
・研修生には月額12.5万円の給付金を支
給

インターンシップ制度
(林業事業体強化推進事業)

実施主体：県（森林ﾈｯﾄに委託）
目的：林業に興味を持った高校生･大学生
に作業を体験してもらう

・就業希望者と受入希望事業体をﾏｯﾁﾝｸﾞ
しｲﾝﾀｰｼｯﾌﾟを実施
・伐採や林業機械の運転などの作業体験

森林の仕事
ガイダンス

（林野庁:「緑の新規就業」総合
支援事業）

実施主体：森林ネット
目的：具体的な仕事を知
り、就業のイメージを
持ってもらう。

・各林業事業体のブース
で現役の作業員が来場者
に森林の仕事内容を説明
し、魅力をアピール。ま
た、来場者から就業にあ
たっての様々な相談を受
ける。
・年３回開催（大分市、
日田市、福岡市）

県（一部国の制度を活用）

県

国の制度を活用

国の制度を活用

大分県林業研修所
(指定管理委託)

実施主体：県、森林ﾈｯﾄ
目的：林業労働安全の確保、林業従事者の育成

・各林業作業に必要な資格や基礎技術の研修を実施

県

公共職業紹介所

森林ネットおおいた
(就業支援業務）

移住相談窓口など

就業後 体系的な研修制度により、

技術の習得を支援

求職段階 関係機関との
連携

就業前 就業に必要な技能の習得

就業先とのマッチング

森林環境税を活用

-38-

-21-



おおいた林業アカデミーの概要

１ アカデミーの概要

実施主体 ： （公財）森林ネットおおいた

実施期間 ： １年間（4月14日開講～3月まで）

研修場所 ： 大分県林業研修所（由布市）

応募状況 ： 定員 １０名、応募 １１、合格９名

予 算 額 ； 23,811千円

内 訳

○研修事業 8,225千円 補助率 1/2

○給付金事業 14,000千円 補助率10/10

○県推進費 1,586千円 研修用具整備等

国

県

研修生

研修経費補助(1/2)
研修協力

研修実施

森林ネットおおいた

給付金支給

給付金補助

給付金補助

〔実施フロー〕

平成２８年 平成２９年 平成３０年

応募者数 １３人 １１人

研修生数 １０人 ９人 １０人予定

〔養成計画〕

-39-

おおいた林業アカデミーの概要

13名H28応募人数

H28研修生 10名

日田市 ５名

由布市・竹田市・
九重町・玖珠町

各１名

神奈川県 １名

１０代 １名

２０代 ６名

３０代 １名

４０代 ２名

〔Ｈ２８研修生の年代〕 〔Ｈ２８研修生の出身地〕

〔Ｈ２８研修生の就職先〕

森林組合 ５名

林業事業体等 ５名

全員が林業へ就業
-40-
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おおいた林業アカデミーの概要

11名H29応募人数

H29研修生 9名

平成29年4月21日開講式

大分市 ２名

日田市 ３名

津久見市・九重町 各１名

福岡県 ２名

１０代 １名

２０代 ５名

３０代 ２名

４０代 １名

〔Ｈ２９研修生の年代〕 〔Ｈ２９研修生の出身地〕

-41-

Ⅲ 森にふれ親しみ、

森林づくりを支える取組

-42-
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Ⅲ 森にふれ親しみ、

森林づくりを支える取組

目 的 ボランティア活動の活性化と県民で森林を守る意識の醸成

森林づくりボランティア活動促進事業森林づくりボランティア活動促進事業

森 林 ボ ラ ン テ ィ ア 推 進 の 取 組

森林ボランティア団体

企 業

森林ボランティア個人

県 民
（参加希望者）

参 加

申 請

登 録

ボ ラ ン テ ィ ア に よ る 森 林 づ く り の 活 性 化
（里山林整備、提案事業、企業の森林づくり）

森 林 環 境 税 で 支 援

大分県森林づくり
ボランティア支援センター

県 民 総 参 加 ・ 森 林 ボ ラ ン テ ィ ア に よ る 森 林 づ く り の 推 進

問合せ

情報提供

大 分 県

委託報告

森林ボランティア研修会

(公財)森林ネットおおいた

連 携

高尾山自然公園内に設置

申請 補助

委
託

報
告

-24-



森林づくりボランティア活動促進事業

目 的 ボランティア活動の活性化と

県民で森林を守る意識の醸成

① 森林ボランティア支援センター事業

② 森林ボランティア技術向上事業

③ 企業参画の森林づくり推進事業

④ 森林づくり提案事業

20,940千円

3

Ｈ２８ 森林ボランティア参加者 13,205人実 績

9,361 

12,497 

13,205 

31

53

96

20

30

40

50

60

70

80

90

100

8,000

10,000

12,000

H18H19H20H21H22H23 H24H25H26H27H28

森づくり活動への参加者数と団体数

参加者数（人） 登録団体数

（人）

H18～H28の参加者

延べ 130,912人

①森林づくりボランティア支援センター事業

目 的 ボランティア活動の活性化を図るため情報発信を

行い、県民に森づくり活動への参加を促す。

実 績 ・HPによる森林ボランティア情報の発信

・「ボランティア通信」の発行 毎月１回(1,000部)

・ボランティア指導者のための安全講習会の開催（18名参加）

安全講習会
ボランティア通信ホームページの運営

-25-



実 績 ・初級講座 森林・林業の基礎知識の習得等 １７人受講

②森林づくりボランティア技術向上事業

中級講座

目 的 ボランティアの育成を図るため、各種研修会を開催

・中級講座 森林の手入れ、道具の使い方 １０人受講

初級講座

講座

現地研修

植樹指導

九州林産(株) 人工林見学

実 績 ・上級講座（刈払い機） 15人受講

・上級講座（チェーンソー） 16人受講

→森林ボランティアの知識・技術向上

②森林づくりボランティア技術向上事業

目 的 ボランティアの育成を図るため、各種研修会を開催

-26-



③企業参画の森林づくり事業

実 績

企業参画の森林づくり協定者が実施する森づくりに

対して支援

平成28年度 協定 ４社

・楽天株式会社・（公財）イオン環境財団

・日本フォレスト(株)・日田木質資源有効利用協議会

目 的

日本フォレスト(株)調印式 （公財）イオンと竹田市で植樹祭を開催

④森林づくり提案事業

実 績

県民から森林づくり等に関する事業提案に対して支援

提案事業 44 団体

参加者 8,394人

8

森林環境教育

県民から提案 → 流域協議会で審査 ･採択→ 事業実施

里山整備

目 的

植樹活動

-27-



・森林ボランティア団体・参加者数は年々増加

・継続団体による活動が中心

・新規団体の掘り起こしが必要

・森林づくり活動への支援

・森林ボランティア各種研修会の充実化を図る

・森林ボランティア団体の広報を強化

森林ボランティアの現状・課題

対 策

森 林 ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 の 活 性 化 9

-28-



荒廃人工林緊急整備事業 災害の発生が懸念される森林について森林整備を行う

　・流木被害対策事業 河川沿いで流木被害の恐れのある人工林の広葉樹林化

　・間伐放置林緊急整備事業 間伐がなされず災害発生の恐れのある森林を強度間伐

　・再造林放棄地緊急整備事業
再造林がなされず災害の発生が恐れがある箇所に広葉樹を植
栽

2 急傾斜地崩壊危険区域緊急伐採事業 砂防課
急傾斜崩壊危険区域内で、崖崩れや倒木等の災害を招く恐れ
のある雑木を伐採

9,000

3 荒廃竹林整備・利活用支援事業 森との共生推進室、林産振興室 荒廃竹林の広葉樹林化及び竹材・タケノコ生産のための整備 20,630

4 県営都市公園里山利活用推進事業 公園・生活排水課
大分スポーツ公園の里山を活用し、自然体験や環境学習を実
施

1,904

5 魅力ある景観づくり推進事業 都市・まちづくり推進課
観光ルート沿線や視点場を阻害する雑木等を伐採し、景観の
再生を図る

8,100

6 森林シカ被害防止対策事業 森との共生推進室 シカ捕獲の推進、侵入防護柵の設置 64,465

7
生物多様性保全活動事業・
自然環境保全管理費

自然保護推進室 奥山地域の植生保護の対策の実施、希少野生動植物の保全 4,997

森と海をつなぐ環境保全推進事業 循環社会推進課 海岸に漂着した流木等をNPO、自治会等が回収・撤去 3,000

森と海をつなぐ環境保全推進事業 漁業管理課
漁港や港湾などに滞留した流木を除去、回収し、漁船や漁具
への被害を防止

3,640

9 豊かな水環境創出事業 うつくし作戦推進課 河川流域の水環境保全活動及び広報活動を支援 6,114

計 152,722

１　健全な人工林
　　資源の拡大

1 再造林促進事業 森林整備室 林業適地において低コスト再造林を促進 70,200

2 県産竹材利用促進事業 工業振興課 竹材技術者の創業支援によって竹材利用を推進 370

3 竹産業等振興対策事業 林産振興室 タケノコ生産の技術研修の実施、竹材の普及啓発活動を支援 600

4 CLT等利活用促進事業 一部新規 林産振興室

１）CLT等の研修会の開催
２）環境パイル工法普及事業
３）木造マイスター育成ための研修会開催

2,145

5 おおいた型次世代住宅創造事業 林産振興室 需要拡大が見込まれる地域パネル工法の普及を推進 1,462

6 県立スポーツ施設建設事業 新規
屋内スポーツ施設建設推
進室

屋内スポーツ施設の建設（屋根構造の木造化） 7,993

３　林業の担い手
   　確保・育成

7 林業就業準備支援事業 林務管理課 林業分野へ就業希望者を対象とした長期研修の実施 1,836

計 84,606

Ⅱ
森
林
資
源
の
循
環
利
用
に
よ
る
地
域
活
性
化

２　森林資源の
　　需要拡大

３　シカ被害対策の
　　推進

４　森・川・海をつなぐ
　  環境の整備

8

２　里山林の保全と
　　利活用

1 森林整備室

Ⅰ
県
民
生
活
と
自
然
環
境
を
守
る
森
林
づ
く
り

１　荒廃森林の
　　整備

30,872

平成２９年度　森林環境税活用事業　一覧表

施策区分 事業名
新規・
一部新

規
担当課室 事業内容 H29当初予算額
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平成２９年度　森林環境税活用事業　一覧表

施策区分 事業名
新規・
一部新

規
担当課室 事業内容 H29当初予算額

Ⅲ

1　森林ボランティア
     活動の促進 1 森林づくりボランティア活動促進事業 森との共生推進室 森林ボランティアや企業が行う森林づくり活動を支援 23,126

2 森林環境教育・木育促進事業 一部新規 森との共生推進室
青少年の森林体験学習活動に対して支援、民間施設内への木
育グッズを導入

8,935

3 国立公園施設整備事業 新規 自然保護推進室 くじゅう連山施設の整備（大船山小屋の建替） 17,495

4 森林環境学習促進事業 一部新規 社会教育課 環境学習指導者の養成及び植樹体験活動の実施 6,065

5 未来の環境を守る人づくり事業 うつくし作戦推進課 子ども探検団の自然体験活動の実施等 4,256

6
祖母・傾国・大崩ユネスコエコパー
ク施設整備事業

新規 自然保護推進室 祖母傾登山道の整備（看板等） 10,000

7 県民の森管理事業費 新規 森との共生推進室 県民の森の案内板を５カ所設置 1,836

8 みんなで支える森林づくり推進事業 森との共生推進室 森づくり大会、森林づくり委員会、次世代の森林づくりビジョン 7,010

9 おおいたの森林づくり広報推進事業 森との共生推進室 森林環境税の広報事業 2,051

10 おおいたうつくし作戦推進事業 うつくし作戦推進課 おおいたうつくし作戦の推進 5,713

計 86,487

26 合計 323,815

森
に
ふ
れ
親
し
み
、

森
林
づ
く
り
を
支
え
る
取
組

２　森林環境教育・
　　木育の推進

３　森林整備への
　　理解と参加を
　　広げる活動
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国の森林環境税（仮称）
創設の状況について

平成29年6月

大分県農林水産部 林務管理課

-53-

1

第2回森林吸収源対策税制資料より

-54-
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2

第2回森林吸収源対策税制資料より
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3

第2回森林吸収源対策税制資料より
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4

第2回森林吸収源対策税制資料より
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5

第2回森林吸収源対策税制資料より
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（４）その他

平成２９年度 森林づくり委員会スケジュール

開催時期 内 容

第２回 ・平成２９年度森林環境税活用事業の進捗状況について

１０月中旬 ・平成３０年度森林環境税新規事業（案）について

第３回 ・現地視察等

１月下旬頃
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大分県森林づくり委員会設置要綱
も り

（設置）

第１条 大分県森林環境保全基金条例（平成１８年大分県条例第２６号）第１条に規定する森林環境

保全基金（以下「基金」という。）の適正な運用を図るため、大分県森林づくり委員会（以下「委
も り

員会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 委員会は次に掲げる事項について調査審議する。

（１）基金を活用した施策に関すること

（２）基金を活用した県民提案事業の審査に関すること

（３）基金を活用した事業の成果の検証に関すること

（４）新たな森林づくり行動計画に関すること
も り

（５）森林環境税の検証、制度の見直しに関すること。

（６）その他基金の運用に関し必要な事項

（委員）

第３条 委員会は、委員１７人以内で組織する。

２ 委員は、学識経験者その他適当と認められる者のうちから、知事が委嘱する。

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

４ 委員は、再任することができる。

（委員長及び副委員長）

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置く。

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を

代理する。

（会議）

第５条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、委員長が議長となる。

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ、議事を開き、議決することはできない。

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

４ 委員会は、調査審議等のため必要があるときは、委員以外の者の出席を求めることができる。

（庶務）

第６条 委員会の庶務は、農林水産部森との共生推進室において処理する。

（雑則）

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮って

定める。

附 則

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

この要綱は、平成２３年４月２０日から施行する。
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